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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
累計期間

第49期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年６月30日

自平成28年１月１日
至平成28年６月30日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （千円） 14,148,926 14,777,619 28,956,596

経常利益 （千円） 482,372 432,974 1,071,947

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 285,814 287,558 660,382

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 365,071 134,720 720,457

純資産額 （千円） 7,945,908 8,047,457 7,974,445

総資産額 （千円） 30,436,618 33,843,213 30,064,594

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 29.26 29.66 67.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 29.23 29.65 67.74

自己資本比率 （％） 25.8 23.5 26.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 252,806 623,524 806,608

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △400,574 △320,745 △685,197

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △309,679 △404,962 △335,852

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,288,778 2,429,437 2,531,621

 

回次
第49期

第２四半期連結
会計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.91 15.28

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第49期及び第50期第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、電算システ

ム従業員持株会信託が保有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

   　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

   　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策及び金融緩和政策により雇用や所得環境の改善傾

向が続き、緩やかな回復基調で推移しておりましたが、株価や為替の不安定な動きにより景気の先行きは依然と

して不透明な状況にあります。

このような経営環境において、当社グループは、新しい価値の創造により、顧客に感動を、社員に夢を、株主

に満足をもたらす経営理念のもと、さらなる業容の拡大と成長を志向し、継続的な営業努力と効率的な事業運営

に努め、経営計画の達成を目指してまいりました。

各セグメント別の概況は以下のとおりとなっております。

 

（情報サービス事業）

情報サービス事業の売上高は、情報処理サービスにおいて、各種ギフト処理サービス、地方公共団体向け処

理、請求書作成代行などの売上が順調に推移いたしました。ＳＩ・ソフト開発、商品販売においては、

GoogleAppsなどクラウド関連サービスや、オートオークション業務システム、ＥＲＰパッケージなどの案件が順

調に推移したものの、前年同期に計上した地方公共団体向け大型機器販売とＳＩ・ソフト開発案件の反動減など

の影響により、微減となりました。一方、利益面では、情報処理サービスにおいて、新たなギフト処理サービス

立ち上げの費用がかさみ、また、ＳＩ・ソフト開発では昨年に比べ利益率が高い案件が少なかったことや、開発

保守案件にて受注損失引当金を計上したことなどにより減益となりました。

以上の結果、情報サービス事業の売上高は73億62百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は１億６百万円（前

年同期比33.5％減）となりました。

 

（収納代行サービス事業）

収納代行サービス事業においては、地方自治体を含む新規取引先の獲得が順調に推移いたしました。それに伴

い３月までの売上の月毎の前年同期比での伸び率は、大きな変動も無く順調に推移いたしましたが、４月以降に

おいては、熊本地震の影響やゴールデンウィークの休日の並びの関係から、その伸び率は大きく変動しましたも

のの、第２四半期連結累計期間を通しては概ね良好でありました。また、スーパーマーケットやドラッグストア

等のチェーン店舗向けの収納窓口サービスの導入店舗数も増加いたしました。

以上の結果、収納代行サービス事業の売上高は74億14百万円（前年同期比9.6％増）、営業利益は３億６百万円

（前年同期比19.4％増）となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は147億77百万円(前年同期比4.4％増)、利益におい

ては、営業利益は４億９百万円(前年同期比12.0％減)、経常利益は４億32百万円(前年同期比10.2％減)、親会社

株主に帰属する四半期純利益は２億87百万円(前年同期比0.6％増)となりました。
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(2）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末と比較して37億78百万円増加し、338億43百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金が５億71百万円、投資有価証券が１億81百万円減少したものの、金銭の

信託が42億33百万円、前払費用が２億67百万円、繰延税金資産（流動資産）が１億37百万円増加したことによる

ものであります。

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して37億５百万円増加し、257億95百万円と

なりました。これは主に、買掛金が２億76百万円、短期借入金が２億１百万円、長期借入金が１億23百万円減少

したものの、収納代行預り金が37億63百万円、その他流動負債が３億55百万円、未払法人税等が１億56百万円増

加したことによるものであります。

なお、現金及び預金、金銭の信託並びに収納代行預り金は、収納代行サービス事業に係る預り金が含まれてお

り、預り金の入出金タイミングの影響を受けたことにより増加しております。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して73百万円増加し、80億47百万円となり

ました。これは主に、その他有価証券評価差額金が１億53百万円減少したものの、利益剰余金が１億70百万円増

加したことによるものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の四半期末残高は、前連結会

計年度末と比較して１億２百万円減少し、24億29百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は６億23百万円（前第２四半期連結累計期間は２億52百万円の増加）となりま

した。これは主に、仕入債務の減少２億76百万円、前払費用の増加２億67百万円、法人税等の支払額１億53百万

円により資金が減少したものの、税金等調整前四半期純利益４億52百万円、その他流動負債の増加２億74百万

円、減価償却費２億42百万円により資金の増加があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は３億20百万円（前第２四半期連結累計期間は４億円の減少）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得１億62百万円、無形固定資産の取得１億38百万円により資金の減少があったこ

とによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は４億４百万円（前第２四半期連結累計期間は３億９百万円の減少）となりま

した。これは主に、短期借入金の減少２億１百万円、長期借入金の返済による支出１億23百万円、配当金の支払

額１億16百万円により資金が減少したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

     提出日現在
発行数（株）

（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,033,600 10,033,600

 東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 10,033,600 10,033,600 － －

　　　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 10,033,600 － 1,227,363 － 927,219

 

 

（６）【大株主の状況】

  平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ヒロタ㈱ 岐阜県岐阜市玉姓町三丁目25番地 890,100 8.87

電算システム従業員持株会 岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地 850,866 8.48

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 441,900 4.40

㈱大垣共立銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行㈱）

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地

（東京都中央区晴海一丁目８番地12号）
424,900 4.23

宮地　正直 岐阜県岐阜市 414,070 4.12

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 359,900 3.58

㈲福田商事 富山県小矢部市上野本52番地７ 240,000 2.39

内木　一博 岐阜県岐阜市 212,670 2.11

㈱トーカイ 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 207,180 2.06

ＴＩＳ㈱ 東京都新宿区西新宿八丁目17番地１ 200,000 1.99

計 － 4,241,586 42.27

（注）１．当社は、自己株式254,854株（2.54％）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株

比率は、小数点第３位を切り捨てて表示しております。

　　　２．上記のほか、信託型従業員持株インセンティブ・プランの信託財産として、電算システム従業員持株会信託が

保有している当社株式71,100株がありますが、当該株式は四半期連結財務諸表において自己株式として表示し

ております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   254,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,776,000 97,760 －

単元未満株式 普通株式     2,800 － －

発行済株式総数 10,033,600 － －

総株主の議決権 － 97,760 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、信託型従業員持株インセンティブ・プランの信託財産と

して、電算システム従業員持株会信託が保有している当社株式71,100株が含まれております。なお、当該株式

は四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱電算システム
 岐阜市日置江一丁目58番地 254,800 － 254,800 2.54

計 － 254,800 － 254,800 2.54

　（注）上記のほか、信託型従業員持株インセンティブ・プランの信託財産として、電算システム従業員持株会信託が保

有している当社株式71,100株を、四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※ 4,951,758 ※ 4,379,893

金銭の信託 ※ 14,830,419 ※ 19,063,928

受取手形及び売掛金 4,569,459 4,509,136

有価証券 30,000 －

商品 40,203 15,641

仕掛品 547,429 510,017

前払費用 468,049 735,276

繰延税金資産 44,198 181,805

その他 28,151 95,995

貸倒引当金 △463 △479

流動資産合計 25,509,205 29,491,214

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,329,135 1,234,437

土地 792,557 791,098

その他（純額） 652,414 668,376

有形固定資産合計 2,774,107 2,693,912

無形固定資産   

ソフトウエア 440,428 422,304

ソフトウエア仮勘定 124,609 191,067

その他 28,924 14,061

無形固定資産合計 593,961 627,434

投資その他の資産   

投資有価証券 862,726 681,510

繰延税金資産 7,174 12,104

差入保証金 290,327 291,517

その他 27,326 45,770

貸倒引当金 △235 △249

投資その他の資産合計 1,187,319 1,030,653

固定資産合計 4,555,389 4,351,999

資産合計 30,064,594 33,843,213
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,212,615 1,936,261

短期借入金 233,417 31,546

1年内返済予定の長期借入金 167,232 167,232

未払法人税等 160,100 316,566

収納代行預り金 ※ 17,147,517 ※ 20,911,343

賞与引当金 5,250 82,003

役員賞与引当金 1,000 16,379

受注損失引当金 1,800 29,921

株主優待引当金 47,000 4,166

その他 1,254,310 1,609,781

流動負債合計 21,230,244 25,105,202

固定負債   

長期借入金 342,402 218,486

繰延税金負債 62,174 －

役員退職慰労引当金 213,831 213,474

退職給付に係る負債 39,307 20,481

資産除去債務 12,129 12,204

その他 190,060 225,907

固定負債合計 859,905 690,553

負債合計 22,090,149 25,795,756

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,227,363 1,227,363

資本剰余金 927,219 927,219

利益剰余金 5,810,305 5,980,519

自己株式 △307,282 △251,196

株主資本合計 7,657,605 7,883,905

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 209,689 56,294

その他の包括利益累計額合計 209,689 56,294

非支配株主持分 107,149 107,256

純資産合計 7,974,445 8,047,457

負債純資産合計 30,064,594 33,843,213
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 14,148,926 14,777,619

売上原価 11,885,671 12,486,839

売上総利益 2,263,254 2,290,780

販売費及び一般管理費 ※ 1,797,315 ※ 1,880,868

営業利益 465,939 409,912

営業外収益   

受取利息 2,057 1,193

受取配当金 7,940 6,877

受取手数料 2,399 3,919

助成金収入 3,600 －

為替差益 1,640 18,597

未払配当金除斥益 142 223

その他 710 269

営業外収益合計 18,490 31,081

営業外費用   

支払利息 1,588 1,148

有価証券運用損 － 6,680

持分法による投資損失 468 191

営業外費用合計 2,057 8,019

経常利益 482,372 432,974

特別利益   

補助金収入 － 112,481

特別利益合計 － 112,481

特別損失   

固定資産圧縮損 － 92,572

特別損失合計 － 92,572

税金等調整前四半期純利益 482,372 452,882

法人税、住民税及び事業税 353,247 299,278

法人税等調整額 △163,699 △134,511

法人税等合計 189,548 164,766

四半期純利益 292,823 288,115

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,009 556

親会社株主に帰属する四半期純利益 285,814 287,558
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 292,823 288,115

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 73,566 △153,394

繰延ヘッジ損益 △1,319 －

その他の包括利益合計 72,247 △153,394

四半期包括利益 365,071 134,720

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 358,061 134,164

非支配株主に係る四半期包括利益 7,009 556
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 482,372 452,882

減価償却費 245,196 242,682

のれん償却額 4,111 2,341

貸倒引当金の増減額（△は減少） △358 30

賞与引当金の増減額（△は減少） 122,830 76,752

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 15,314 15,379

受注損失引当金の増減額（△は減少） 97,076 28,121

株主優待引当金の増減額（△は減少） △47,795 △42,833

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,123 △356

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,175 △18,825

受取利息及び受取配当金 △9,997 △8,071

支払利息 1,588 1,148

有価証券運用損益（△は益） － 6,680

持分法による投資損益（△は益） 468 191

為替差損益（△は益） △164 －

補助金収入 － △112,481

固定資産圧縮損 － 92,572

売上債権の増減額（△は増加） △188,672 60,257

たな卸資産の増減額（△は増加） △71,318 61,973

仕入債務の増減額（△は減少） 165,765 △276,353

未払金の増減額（△は減少） △24,813 101,937

前払費用の増減額（△は増加） △465,133 △267,240

その他の流動負債の増減額（△は減少） 206,913 274,662

その他 △21,828 △23,051

小計 517,853 668,399

利息及び配当金の受取額 8,762 9,780

利息の支払額 △1,571 △1,165

補助金の受取額 － 100,000

法人税等の支払額 △272,238 △153,490

営業活動によるキャッシュ・フロー 252,806 623,524

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △294,909 △162,463

無形固定資産の取得による支出 △105,412 △138,439

有価証券の売却による収入 － 30,000

投資有価証券の取得による支出 － △50,000

敷金及び保証金の差入による支出 △704 △580

敷金及び保証金の回収による収入 452 738

投資活動によるキャッシュ・フロー △400,574 △320,745
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △201,871

長期借入金の返済による支出 △211,582 △123,916

新株予約権の行使による株式の発行による収入 10,172 －

自己株式の売却による収入 － 38,155

配当金の支払額 △107,370 △116,880

非支配株主への配当金の支払額 △900 △450

財務活動によるキャッシュ・フロー △309,679 △404,962

現金及び現金同等物に係る換算差額 164 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △457,283 △102,183

現金及び現金同等物の期首残高 2,746,062 2,531,621

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,288,778 ※ 2,429,437
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結

合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入しており

ます。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用し、信託から従業員持株会に売却され

た株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を計

上しております。

 

(1）取引の概要

　信託型従業員持株インセンティブ・プランは、電算システム従業員持株会に加入するすべての従業員を対象

とするインセンティブ・プランです。信託型従業員持株インセンティブ・プランでは、当社が信託銀行に「電

算システム従業員持株会信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、その設定後３年間にわたり電

算システム従業員持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から電

算システム従業員持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に

株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に

分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証することになるため、当

社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売

却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

 

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。

 

　自己株式の帳簿価額および株式数は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

　自己株式の帳簿価額 307,282千円 251,196千円

　　うち当社所有自己株式の帳簿価額 84,347 84,347

　　うち従持信託所有自己株式の帳簿価額 222,935 166,849

　自己株式数 349,854株 325,954株

　　うち当社所有自己株式数 254,854 254,854

　　うち従持信託所有自己株式数 95,000 71,100

 

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

　長期借入金 229,840千円 192,310千円
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　預金、金銭の信託及び収納代行預り金

　現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サービス事業に係る資金が含まれており、これに見合う以下

の収納代行預り金を流動負債に計上しております。当該収納代行預り金は、顧客の商品又はサービスの利用者

が、コンビニエンスストア等を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時的に預かってい

るものであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

収納代行預り金 17,147,517千円 20,911,343千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
   至　平成27年６月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
   至　平成28年６月30日）

給与手当 634,130千円 634,895千円

賞与及び賞与引当金繰入額 173,740 163,037

役員賞与引当金繰入額 16,314 16,379

退職給付費用 23,527 25,310

役員退職慰労引当金繰入額 8,155 9,243

貸倒引当金繰入額 △146 34

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に係る資金が含まれており、当該預金は顧客の商品又はサー

ビスの利用者が、コンビニエンスストア等を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時的

に預かっているものであります。また、この預り金の一部を金銭信託しております。このため、収納代行預り

金については、現金及び現金同等物から除いております。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日）

現金及び預金 4,665,150千円 4,379,893千円

金銭の信託 15,096,740 19,063,928

預入期間が３か月を超える定期預金 △103,039 △103,040

収納代行預り金 △17,370,072 △20,911,343

現金及び現金同等物 2,288,778 2,429,437
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月25日

定時株主総会
普通株式 107,304 11 平成26年12月31日 平成27年３月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月30日

取締役会
普通株式 107,498 11 平成27年６月30日 平成27年９月１日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月25日

定時株主総会
普通株式 117,344 12 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金

（注）　　配当金の総額には、電算システム従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金1,140千円が含まれ

ております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月29日

取締役会
普通株式 117,344 12 平成28年６月30日 平成28年９月１日 利益剰余金

（注）　　配当金の総額には、電算システム従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金853千円が含まれて

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報サービス
事業

収納代行サー
ビス事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 7,382,037 6,766,888 14,148,926 － 14,148,926

セグメント間の内部売上

高又は振替高
25,520 － 25,520 △25,520 －

計 7,407,558 6,766,888 14,174,446 △25,520 14,148,926

セグメント利益 159,550 256,799 416,349 49,589 465,939

（注）１．セグメント利益の調整額49,589千円は、報告セグメントが負担する管理部門費の配賦差額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報サービス
事業

収納代行サー
ビス事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 7,362,968 7,414,651 14,777,619 － 14,777,619

セグメント間の内部売上

高又は振替高
65,044 10 65,054 △65,054 －

計 7,428,013 7,414,661 14,842,674 △65,054 14,777,619

セグメント利益 106,110 306,595 412,706 △2,793 409,912

（注）１．セグメント利益の調整額△2,793千円は、報告セグメントが負担する管理部門費の配賦差額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 29円26銭 29円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 285,814 287,558

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
285,814 287,558

普通株式の期中平均株式数（株） 9,766,645 9,694,414

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 29円23銭 29円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 11,716 4,031

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期

中平均株式数については、電算システム従業員持株会信託が保有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて

算定しております。

　　　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上控除した当該自己株式の期

中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間－株　当第２四半期連結累計期間84,331株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成28年７月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………117,344千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………12円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年９月１日

（注）　平成28年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成28年８月５日

株式会社電算システム  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井 夏樹 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増見 彰則 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算

システムの平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２８年

４月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２８年１月１日から平成２８年６月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算システム及び連結子会社の平成２８年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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